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1 
昨年12月29日に閣議で決定された1981年度予算政府案の最大の特徴は，実
質的に戦後はじめてのことだと言ってよいのであるが，防衛費の対前年度伸
び率 G7.61%）が社会保障費のそれ (7.60%）を上回った点にある。これま
で慎重に「福祉国家の顔」の背後に隠されていた「国防国家の顔」がいよい
よ前面におし出されてくるまでになった，防衛費の膨張を抑制するタガがは
ずれた一―-0.01％の数字の重さを知らなければなるまい。しかも，問題は単
に社会保障費が防衛費の規制者の役目をとかれたというだけの話ではない。
今回政府案に盛り込まれた主要装備費のほとんどが3年ないし 5年の分割払
いとなっており，それを中心とする 1兆3,000億円以上の後年度負担のため
に82年度以後の防衛費のいっそうの増加が確実に予想される事情をも考慮に
入れるなら，「防衛元年」としての1981年度の歴史的位置が誰の目にも明ら
(1) 
かになるものと思われる。
さて，現在がまさに上述の意味での戦後日本史の転換点なればこそ，最
近，防衛力や防衛費をめぐる議論がひときわ高まりをみせているのである
が，以下ではそうした議論の中から汲み取るべき幾つかの論点をメモ風に記
(1) 「朝日新聞」 1980年12月30日付。
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してみるとしよう。筆者自身の今後の研究に生かすための 1つの材料でしか
ないので断片的かつ粗雑な叙述に終始せざるをえないが，読者の現状理解に
幾らかでも資するところがあればと願う次第である。
2 
周知のように，第4次防衛力整備計画が終了して後，今日にいたるまでわ
が国の軍事政策の指針となってきたのは「防衛計画の大綱」 (1976年10月閣
議決定）である。「大綱」の核心をなすとみられるのが「基盤的防衛力構想」
なのであるが，『昭和52年版防衛白書』の説明によると，「（基盤的防衛力構
想とは）わが国が保有すべき防衛力は，（ア）前述のような（すなわち東西間の
全面的軍事的衝突，大規模な武力紛争が生起する可能性が少ないという）内
外諸情勢が当分の間大きく変化しないとの前提にたてば，（イ）防衛上必要な各
種の機能を備え，後方支援休制を含めてその組織及び配備において均衡のと
れた態勢を備えることを主眼とし，（ウ）これをもって乎時において十分な警戒
態勢をとりうるとともに，限定的かつ小規模な侵略までの事態に有効に対処
することができ，（エ）更に，情勢に重要な変化が生じ，新たな防衛力の態勢が
必要とされるに至ったときには， 円滑にこれに移行しうるよう配慮された
(2) 
ものとする， との考え方」を指す。その場合の基盤的防衛力の具体的内容，
それを確立するための整備のボイントに関して言えば，「基盤的防衛力の観
点に立って防衛力の現状を見ると，規模的には，すでに目標とするところと
(3) 
ほぼ同水準にある」，問題は「必要な質」にある，というのが同白書の強く
訴えるところであった。
実はこの基盤的防衛力構想が打ち出されたとき以来（その直後に毎年度の
防衛費を「当面GNPの1彩以内を目途にする」との閣議決定がなされたこ
とも重なって），予算面での制約を主たる根拠にして「平時型」防衛力への
転換を進めるのでは自衛隊は有事にはほとんど役に立たなくなってしまう，
(2)防衛庁編「昭和52年版防衛白書」， 52ペー ジ。
(3)同上， 78ペー ジ。
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という不満があからさまな軍拡賛美者達によって繰り返し述べたてられてき
(4) 
たのであるが，はたして本当に基盤的防衛力構想は軍拡の遮断機として性格
づけられるものなのであろうか。否，断じてそうではない。なぜなら，同栂
想は，国際情勢の変化に応じて防衛力規模を拡大する道をぬかりなく準備し
ているし，また規模はともかく質の面では全く何の歯止めも施そうとしてい
ないからである。「質的向上の面についてその完成がいつかということであ
れば，それは周辺諸国の軍事技術の進歩のすう勢に応じて実施していくべき
(5) 
ものであり，一定時期をもって完成する性格のものではない」ー~「脅威対
応」論に基づく無限の質的向上の追求は，軍事技術の高度化・複雑化に伴っ
て兵器価格が高騰の一途をたどっている条件下では，たとえ量的増強がなく
とも防衛費を膨ませ，早晩，予算制約への対応という当初の意図をも蚕食し
(6) 
てしまう結果とならざるをえない。
. 3 
「防衛計画の大網」が決定されて以降，わが国の防衛力整備はそれまでの
一定期間をくぎった固定的計画を作る方式を改め，年々必要な決定をおこな
う方法＝単年度方式を主体にして遂行されるようになった。ただし，防衛庁
は「『防衛計画の大網』に基づき各年度の防衛力整備を進めていくに当たり，
重視すべき主要な事業について可能な範囲で将来の方向を見定めておくこと
(7) 
も，実際の業務を進める上で必要なことである」との立場から， 1979年7月
に「中期業務見積り」を作成している。
．中期業務見積りは，もともとは，「従来の政府レベルで決定された防衛力
(8) 
整備計画とは異なる防衛庁限りの見積り」として作られた防衛庁の内部参考
資料で，それゆえ国防会議や閣議にはかけられず，その対象も陸海空自衛隊
(4)小谷秀二郎「防衛力構想の批判」嵯峨野書院， 1977年， 132-134ペー ジ。
(5) 「昭和52年版防衛白書」． 83ペー ジ。
(6)以上について詳しくは，拙稿「日本の軍拡志向の経済的側面」（基礎経済科学
研究所「経済科学通信」第24号， 1979年2月）を参照のこと。
(7) 「昭和55年版防衛白書」． 93ペー ジ。
(8)同上， 93ペー ジ。
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の正面装備調達目標 (80_:,_84年度の5年間で2.7-2.8兆円）を中心にして主
要業務のみをリスト・アップしたものにすぎなかった。いわば防衛庁の願望
を並べただけの財政的裏打ちのない「買物リスト」だったのであるが，防
衛元年は実にこの「見積り」がアメリカの手で強引に一人歩きさせられるこ
(9) 
とによってその幕を開ける。事の概容は次下の通り。アメリカでは， 1960年
代後半のベトナム戦争激化，他方での日本の目凜覚ましい重化学工業化・「黒
字国」への転化，両者をつなぐ象徴的現象としての日米貿易収支における日
本の黒字増加を機に，「安保ただ乗り」批判が火をふいた。石油危機の影響
で一時は赤字に転落した日本の経常収支および対米貿易収支が短期間で立ち
直りをみせ， 76年から再び巨額の黒字を記録するにおよんで，自由世界の防
衛負担の「公正分担」＝「肩代わり」を求めるアメリカの対日圧力は1日来に
も倍して強められる経過となったが，そうした経済的考罵の上に， 70年代終
盤になるとソ連の軍事力強化に伴う危機感が重なってくる。米ソ間の軍事バ
ランスがアメリカにとって不利な方向に傾いている，だからこそイランやア
フガニスクンの危機が現実化した—かかる認識がアメリカの政府・議会
や財界の対日軍事力増強要請をかつてなく熾烈なものにした。その具体的な
あらわれがカーター大統領による中期業務見積りの 1年繰り上げ達成の要求
（そのためには大蔵省試算によると今後3年間，毎年15.4％ずつ防衛費をふ
やさなければならない—-GNP の伸びは11.4％と仮定）だったのであり，
大乎首相がそれに対して「できる限り努力する」との言質を与えたとたんに
「見積り」は防衛庁の内部資料の域を脱して「国際的公約」にまで高められ
(10) 
た，というのが問題の顕末の大筋である。
中期業務見積りにかかわる以上の事態は，日本の財政自主権の喪失と財政
民主主義の空洞化との一体になっての進行を物語る。ついでに一言しておく
と，わが国の財政再建は，公共経済学に理論的基盤を求めつつ，準公財（教
(9)橋本達明他「軍備増強をめざす防衛庁」「エコノミスト臨時増刊」 1980年11月
20日号。
(10) 大嶽秀夫「防衛負担をめぐる日米摩擦」「経済評論」 19~0年 7 月号。
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育，住宅，医療等）に対する受益者負担主義の強化，および便益の個人的帰
属を判別しえない純粋公共財（国防，警察等）を賄うための大衆的課税を主
(11) 
軸にして推進されようとしているのであるが，自由世界の防衛というグロー
バルな概念と重ねられれば国防はいやおうなく「世界的公共財」の扱いを受
ける理屈になる。 その場合には，各国の財政自主権は自ずとおろそかにさ
れ，負担の公正ばかりが脚光をあぴる。公共経済学のこの政策的含意を的確
に見抜くべきである。
4 
先に1970年代を通じてのソ連の軍事力強化がアメリカに危機感を抱かせ，
同国をして東西間の軍事バランスの回復に寄与する形での防衛力の質的量的
拡充を日本に迫る道へと駆り立てている事情にふれたが，この点で注目され
るのが1980年1月に米下院軍事委員会に提出された米中央情報局 (CIA) 
の報告書である。「1970-79年の米ソ両国の国防活動」と題したその報告
書は，「ソ連と同じ規模の，同じ兵器装備の軍隊を米国で作り出し，またそ
の人員配置をするためには，どのくらいのコストがかかるかという推定」を
試みたもので，「70-79年の10年間におけるソ連国防活動の推定ドル・コス
卜累積額は，同じ期間の米国の総国防支出を約30彩上回った。……79年のソ
連の総国防支出（ドル・コスト推定額）は約 1,650億ドルに上り，同年の米
国の総国防支出 1,080億ドルを約50彩上回った」という値をはじき出してい
る。ループル・コストで比較した場合には両者の差はかなり縮まるが (79年
をとるとソ連は米国を約30彩上回ったとの計算），それでもソ連の優位は揺
(12) 
がない。 CIA報告で描出された米ソの軍事費バランスの逆転 (1965年には
アメリカを100とするとソ連は72であった），またその長期化の結果としての
米ソ戦力比の逆転という観測が，アメリカにおけるソ連脅威論の流布を導い
たのは多言を要しない。
(11)拙著「公共経済学批判」中央経済社， 1980年。
(12) 「CIA報告・米ソ国防費の比較ーー70~79年」「世界週報」 1980年2月26日
号。
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だが，本当にソ連の軍事支出はアメリカのそれを大きく抜き去っているの
か。ストックホルム国際平和研究所 (SIPRI)の年次報告の数字では， 79年
の世界の軍事支出に占める米ソの比率はそれぞれ24.7%,23.7%となってい
る。確かにソ連の軍事支出は70年代を通じてアメリカをしのぐテンボで増加
し続けてきており，そのシェアも次第に高まってきてはいるものの (1965年
の米ソの比重は， 36.1%,22.2%であった）， 70年代末の時点でようやくア
(13) 
メリカと肩を並べるにいたったというところでしかない―この SIPRIの
推定は先のCIA報告の信憑性を疑わせるに十分である。
加えて戸田泰氏の次の言葉も傾聴に値する。「数量的評価は，いわゆるソ
連の脅威を喧伝する論者の観察と一応一致するところが多いわけである。し
かし，脅威論者の多くが軍事費の増加を強調し，またその背後に膨張政策・
侵略的意図を探ろうとしているのに対しては，実質軍事費はほぽコンスクン
トなペースで増加しており， GNPに占める軍事費の比率もほぼ安定してい
ること，従って資源の配分で民需から軍需へ焦点が移行している兆侯は見ら
(14) 
れないことを指摘しておきたい」。
5 
アメリカが日本に防衛力強化を要求するさいに一番の根拠としているの
は，日本の防衛費の対GNP比が他の主要資本主義諸国にくらべて格段に小
さい (1978年度にはアメリカ5.0%，イギリス 4.7%，西ドイツ 3.4彩，フラ
ンス3.3%，イタリア 2.4%に対して， 日本は0.9%）ということである。 78
年にスクンフォード戦略研究センター所長 R.B.フォスターが， 日本にアメ
リカの被保護者から対等のパートナーに移行するための「代価」の支払い＝
「負担の公正な分担」を求めた上で，こう述べたのを思い起こさなければな
るまい。いわく，「負担の公乎化ということは， GNPに対する比率の同等
(13)ストックホルム国際乎和研究所 (SIPRI)編「世界の軍事力'80-81」「世界週
報臨時増刊号」 1980年10月20日号， 17ペー ジ。
(14)戸田泰「軍事大国・ソ連の実像と虚像」「週刊東洋経済。近代経済学シリーズ
No.55」1981年1月16日号。
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(15) 
化，つまり米国の5％と並べることを意味します」。日本の過度の防衛力増
強がアメリカに敵対する軍事大国の出現に結びつきかねない，との懸念を表
明した上院外交委員会のグレン報告やプルッキングス研究所の報告書の影響
もあって，さすがに短期間に日本の防衛費を何倍増かに膨張させようという
極論は少なくなっているが，ただし基本的な方向は現在も変わらない。
ところで，アメリカが目下のところ，日本政府に防衛費をGNPの1彩以
内におさえるという方針を変更させるのに全力をあげているのはよく知られ
ている通りであるが，ここで指摘すべきは， NATO基準に換算すればわが
国の防衛費はすでに優に 1%を越えているという事実であろう。富山和夫氏
の説明を借りると， 日本の防衛関係費には， NATO方式とは遮って， 軍人
恩給関係の費用や沿岸警備隊に相当する任務の遂行に要する経費が含まれて
いない。そこで防衛関係費 (1980年度2兆2,302億円，． GNPの0.9%）に軍
人関係の恩給費（約1兆5,000億円），海上保安庁経費(1,128億円）を加算し
てNATO基準に置きかえてみると， 80年度の日本の防衛費は 3兆8,430億円
(16) 
という大きさになる。これはGNPの1.55彩に相当する。
さらに銘記しなければならないのは， GNPの巨大さのために日本の防衛
費の対GNPの比率は小さくあらわれるが，その絶対額は極東全休の軍事支
出の約半分を占め，今や世界第7位にランクされるまでになっているという
事実である。「日本はその軍事予算をさらに増額するようにとの圧力を米国
から受けている。……防衛庁は，中期的には軍事支出を国民総生産の0.9%
から 1.0彩へと引き上げたいと考えている。この無害とも受け取られる提案
も軍事支出の急増を意味しかねない。 4年間にわたり国民総生産が年率6彩
の割合で上昇し，しかも軍事支出が0.9％から1.0彩へと引き上げられるとし
(17) 
たら，実質的な軍事支出の年間成長率は 9彩になるからだ」ー一心にとどめ
るぺき SIPRIの警告である。
(15) 「世界還報」 1978年3月28日号， 20ペー ジ。
(16)富山和夫「日本の軍事費」「軍事民論」第21号， 1980年10月。
(17) SIPRI編，前掲書， 40ペー ジ。
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6 
少なくとも日本自身の防衛の見地からするかぎり，防衛費の対GNP比を
議論することには何らの論理的意味も見出しえない。大蔵省が防衛費増額要
求に対応するためにまとめた内部文書も言うように，「GNP比が小さけれ
ば直ちにどこかの国が日本への侵略意図を持ち， 0.9彩を維持または1%に
なったからその内容の如何を問わず侵略の意図を捨てるというものではな
(18) 
い」からである。だとすれば，アメリカの要求の意味するところは日本の防
衛力をアメリカの対ソ軍事バランス有利化の思惑の実現に奉仕させること以
外にありえない。そして，その線上での日本の軍事費増額路線は，わが国が
国際政治における勢力均衡をめぐる「ゲーム」（核を中心とする軍事パラン
スの維持という考え方は「心理的ゲーム」の色合いがきわめて濃い）に本格
(19) 
的に参加することを含意する。また，この場合には当然の危惧なのである
が，小林直樹氏の説くように「日本が米国の軍事作戦の一部を分担する以
上，相手側の超大軍事国からの直撃による回復不可能の大きな被害を覚悟し
なければなるまい」。続く 1節も聞くべき内容となっている。「米国側からみ
れば，日本に対して防衛負担を求めることは，彼らの戦略としては合理的であ
る。日本の軍事力を米国本土の防衛のために使うことになるし，ソ連の攻撃
や核を日本に引き受けさせ，その分だけ自分の被害を少なくできるからだ。
問題は，米国の軍事戦略に立つ，米国にとっての利益や合目的性が，日本の
(20) 
国民にとっては，きわめて非合目的的なものになるということにある」。
日本の自衛隊が発足以来一貫して実質的に米軍の指揮下に置かれてきた点
は詳述するまでもないが（三矢作戦，プルラン作戦等の日米制服組による秘
密作戦計画作成の史実を想起のこと）＇，「防衛計画の大綱」決定の直前時点に
(18)橋本達明他，前掲論文。
(19)田中直毅「日本経済の平和的安全保障論」「エコノミスト臨時増刊」 1980年11
月20日号。
(20)小林直樹「新軍拡時代の安全保障を問う」「エコノミスト」 1980年7月1日
号。
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おける日米防衛協力小委員会の設置，同小委員会による「日米防衛協力の指
針」の策定 (78年11月）によって， 日米両軍部を中心にして共同作戦計画づ
くりが合同軍事演習の実施をさしはさみながら公然と推進される局面が切り
拓かれた事実を，はっきり見定めなければならない（なお，「指針」は， 日米
共同作戦計画発動の条件を「日本が武力攻撃を受けた場合」から「日本に対
する武力攻撃がなされるおそれのある場合」をも含む形に変更し，武力攻撃
(21) 
がなくとも自衛隊が米軍に連動して自動的に参戦できるようにした）。では，
極東と日本の防衛を目的とする日米共同作戦において自衛隊に分担が期待さ
れている機能とは一体何なのか。リフォーム・クラプ「日米総合安全保障ヘ
の提言」が標準的な解答を用意してくれているので，該当部分を引用してお
く。「近年ソ連海軍の増強ぶりは目覚ましく，ミサイル装備の増強，原子力諧
水艦の配置など攻撃能力は著しく向上している。……太平洋艦隊は，沿海州
ウラジオストックとカムチャッカ半島のペトロバブロフスクを主要基地とし
ている。…・・・（ウラジオストックから）太平洋に進出するには宗谷，津軽，
対馬のいずれかの海峡を通過しなければならないという問題がある。……い
ま何らかの原因で極東に危機が発生したとしよう。…・・・ソ連は， まず海軍力
をもって西側のシー｀レーンを攻眺するに逮いないと思われる。一方，米軍
は第7艦隊の全力をあげてペトロバプロフスクに攻撃を加えるだろう。同時
に日本に対して，日本海沿岸の基地からのソ連海軍の太乎洋進出を宗谷，津
(22) 
軽，対馬の 3海峡で阻止することを期待する」。
有事に 3海峡を封じるための海上防衛休制の完備，とりわけソ連の SLBM
搭載原子力港水艦の増強に対抗するための対潜能力の引き上げ――•アメリカ
によって自衛隊に課された最大の任務はごれである。もっとも，ソ連の太平
洋艦隊の存在が日本の安全保障にとっての脅威に直結するとの見方について
(21)谷洋三「日米「共同」戦略と日本の軍国主義復活」「経済」 1978年7月号。
(22) リフォーム・クラプ「日米総合安全保障への提言」「季刊中央公論」 1980年秋
季号， 135-136ペー ジ。
最近の軍備拡張路線に関する覚え書き（坂井） （533)83 
は， 78年にソ連の太平洋艦隊に配備されたミンスクの搭載機から判断すれば
その対地攻撃能力や防空能力は米空母にくらべて遥かに劣るものでしかな
ぃ，ソ連艦艇の可動率はきわめて低い，等の指摘をなしている藤井治夫氏を
はじめとして，疑義を投げかける向きが少なくない。ところが， 80年8月発
表の『昭和55年版防衛白書』はと言えば，「『ソ連の脅威』をクローズアップ
するという広報目的に沿って，都合のいいデータだけを拾い集めて脚色し，
逆の事実は切り捨ててしまっている」。藤井氏が『防衛白書』の「心理戦手
(23) 
段としての性格」の強まりを指弾するのも，ゆえなしとしないのである。
7 
最近におけるアメリカの対日軍事力強化要求を必須たらしめている軍事の
論理をざっと洗ってみたが，今度はもう 1つの要因＝経済的考慮に関連して
少し述べるとしよう。日本産業の強力な国際競争力は防衛負担の軽微さに負
うところが大きい，とのアメリカ側の認識にはすでに言及したが，アメリカ
は単に日本や NATO諸国に軍事費増額を強要したばかりでなく (NATO
加盟の西欧諸国は実質年間 3％増の目標を承認），自らも大規模な軍備拡張
計画に着手している。ちなみに，米国防長官が1980年1月に発表した81年度
国防予算は， 80年度に続く 5カ年における軍事支出の年平均実質増加率を
4％と見込むものであった。予定通りに進めば80年度の支出水準と対比させ
(24) 
た5年間の追加的支出の総額は 800億ドル(80年価格）に達するという。イン
フレーションの高進を随伴せざるをえないかかる計画をドル危機の深化をき
たさない形で実施するためには，他の先進資本主義諸国にも同様の政策を選
択させなければならない—調整インフレを予め組織せんとするアメリカの
意図が匂ってこよう。
アメリカの軍拡計画そのものについて言えば，陸井三郎氏の言に待つまで
もなく，それはベトナム戦争後やや鳴りをひそめていた軍産複合体の健在ぶ
(23)藤井治夫「軍事優先に転換した鈴木内閣」「エコノミスト」 1980年8月26日
号。
(24) SIPRI絹，前掲書， 35ペー ジ。
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りを改めて立証するものにほかならない。「ソ連のアフガニスクン侵攻が長
いあいだ治療困難だった‘‘ベトナム症侯群”を特効薬のように全快させる」
気配を作り出したもとでの軍産複合体の蘇生である。そして，むろんこの事
態は，軍事費は景気浮揚の決め手だとか，軍事技術の発達は民需部面への技
術波及を通じて自国産業の国際競争力強化，自国経済の成長に寄与するはず
だとかの，軍産複合体を擁護するイデオロギーの再浮上をも同時に示唆す
る。そのイデオロギーと現実に生じるであろう結果とのギャップにかかわる
陸井氏の次の指摘は，おそらくは正鵠を射ているのではなかろうか。氏は書
いている，「（対ソ軍拡競争を意設しての）超精密兵器の軍拡はどうしても垂
直型の巨額資金散布となる。核弾頭， ミサイル，航空機，電子機器などの特
定産業の特定企業は，大いに恩恵を受け，研究開発では周辺ノーハウにも習
熟して，競争上すこぶる有利な地歩に立つことができるが，巨額の資金の偏
在のために通常戦争型支出のような景気支持の効果はほとんど期待しえな
い」，「以前は（新鋭兵器の研究開発に絡む）新しい技術の開発がアメリカ国
内で新しい設備投資を促し，成長を生む原動力となってきた……。だが，い
までは新技術が古いものにとって代わるとき，多国籍化した企業は安い労働
カコストを求めて，チープ・レーバーと新技術とを結合させて世界のどこに
(25) 
でも工場をうつしていく」。
8 
日米兵器共同開発の動きにも，この場で一言しておかねばなるまい。自衛
隊の用いる主要兵器は，従来そのほとんどがアメリカから輸入されたもの
か，もしくはアメリカからの技術導入に支えられたライセンス生産によるも
のであり，それゆえ日米の兵器共通化はこれまでについても相当の水準に達
していたとみてよいのであるが，注目すべきは，硯有兵器の互換性を越える
新たな動き＝今後に装備が計画されている兵器の共同開発の方向が硯われて
きている点である。 M78型戦車の後継戦車として開発が計画されているM88
型戦車についてはすでに具体的検討の段階に入っているということであるが
(25)陸井三郎「米国経済の軍事化を吟味する」「エコノミスト」 1980年4月1日。
最近の軍備拡張路線に関する覚え書き（坂井） （535)85 
（アメリカは NATO諸国との間では地対空ミサイルの共同研究を開始し
ている），アメリカが兵器共同開発を推進するのは， 将来にわたっての兵器
共通化によって米軍と同盟国軍との一休化をより確実にしたいとの意向もさ
ることながら，軍事技術開発予算の節減という財政的利点，兵器市場拡張と
いう米軍事産業にとっての利益（これまた大量生産によるコスト・ダウンを
(26) 
通じて軍事費節減に貢献する）を慮ってのことである。
ただし， 日米の兵器共同開発が今後順調に拡大するかどうかは必ずしも定
かでない。というのは，米国側が先端的兵器生産技術をどれだけ日本側に提
供しうるのか，その点に大きな疑問が残るからである。日本の産業にとって
は，戦後一貫して軍事生産がアメリカからの技術習得の機会となってきたの
であるが，外国技術の導入を繰り返す中で国際競争力の強化をはたしてきた
日本産業の歴史は， アメリカ側に先端技術輸出を踏躇させる要素ともなる。
事実，1978年度から導入された主力戦闘機F15のライセンス生産をみれば「プ
ラック・ポックス」部分（アメリカが技術漏出を回避するために設計図でで
はなく完成品として送る部分）が拡がり，国産化率の低下をきたしているし
（当初40彩程度， F4EJファントムの場合は70%），対港哨戒機 P3Cに
(Z7) 
関しても事情は同じなのであって，その問題を抜きに日米兵器共同開発の行
く方を占うわけにはいかないということである。
なお，おうおうにして曲解的言辞が弄されがちな点なので注記するのであ
るが， 1960年代に入って以降急速に進展した日本の装備国産化は，米軍事産
業の兵器市場の一方的な縮小を意味するものでは決してなかった。わが国に
おける戦闘機をはじめとする近代兵器の生産は大部分がライセンス生産であ
って，アメリカの軍事産業にとっては技術，重要部品，冶工具等の輸出市場
の拡大を意味してきたからである。たとえば60年に国産契約が結ばれたF104
超音速ジェット戦闘機であるが，その機体関係の国産化率は75%，エンジン
(26)花山勉「日本の兵器生産はどこへいく」「エコノミスト臨時増刊」 1980年11月
20日号。
(27)船橋洋一「復権する防衛産業」「世界」 1978年6月号。
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関係が47%，エレクトロニクス閲係が14%，全休を通しての国産化率は44-
45%（アメリカからの現物供与分を除くと最終的に42-43%）となっており，
これを日本の経費分担率72％と比較すれば，両者の差額分が技術料や材料部
(28) 
品の輸入代金としてアメリカ側に支払われた関係が明らかになる（総経費中
に占める国産部品金額の比率が国産化率）。しかも，国産部品のうちには下
請け業者の技術料支払い分やその生産に必要な輸入部品も含まれるのである
(29) 
から，実際にアメリカに吸い上げられた部分はもっと大きいと考えてよい。
これ以上の事例は掲げないが，ラ人センス生産を主内容とする日本の兵器国
産化が米軍事産業にとって必ずしも忌避すべき性質のものではなかったのは
確かであるし（米軍事産業のもとへの日本軍事産業の下請け的系列化も重
要），その流れがやがて兵器共同開発に行き着いたとしても不思諮ではない。
ただし，前述のごとく，他面で技術漏出の問題が次第に重大化しはするが。
日米兵器共同開発に関しては，それが共同生産を経て日本の武器輸出に結
びつく可能性も忘れてはなるまい。花山勉氏の 1節を引用しよう。「日米間
では当面， M88型戦車を含め弾薬や小火器の規格標準化が進められることに
なろう。…•,．（そうした協力関係は）将来にわたっては先端的兵器の開発を
含め， 日米の兵器休系全般を共同開発の対象とすること（を示唆している）。
·…••しかし，兵器の共同開発，国際分業による生産までが考慮されていると
すれば，障害となるのは武器輸出 3原則である。国際分業による兵器生産
は，たとえ同盟襲係にある米国との間で進められるものであったとしても，
武器輸出 3原則に抵触するのは当然である。……例えば武器の定義を変える
とか，あるいは少なくとも同開関係にある日米の間では，運用面で特別の配
(30) 
慮が加えられる一ーなどの可能性は大きい」。
(28)エコノミスト編集部編「戦後産業史への証言」第3巻，毎日新聞社， 1978年，
263ペー ジ。
(29)統計指標研究会「統計日本経済分析」上巻，新日本出版社， 1977年． 135ペー
ジ。
(30)花山勉，前掲論文。
最近の軍備拡張路線に関する覚え書き（坂井） （537)87 
， 
日本の軍拡路線がアメリカの要求に促されて前面に出てきたのは紛れもな
い事実であるが，しばしば指摘される通り，そこには日本の軍事産業・財界
の意向も濃い影を落としている。財界の思惑の 1つは，アメリカの場合同
様，防衛費増額による景気浮揚にあるが，この点では西川俊作氏の産業連関
(31) 
表を用いた防衛費の生産拡大効果の推定が興味深い。すなわち，氏は，防衛
支出の間接効果 (75彩を政府消費的， 25%を資本形成的パターンとみなして
加重合計）を0.58と計測する（防衛費が2兆円だとするとそれは2兆円のほ
かに1.2兆円弱の生産を誘発する）とともに，それが家計消費支出の生産誘
発係数1.69よりも小さいことを示しているのである（かりに2兆円が消費支
出にふりかえられるなら1.4兆円の間接的拡大が実現されるということ）。
もっとも，西川氏の分析は，防衛費の内訳を資本形成的パクーンにもっと
比重がかかる形にすれば，その生産拡大効果が高まるであろうことをも暗黙
のうちに教えている。それが場合によっては装備費中心の防衛費拡充（軍事
産業の狙いはこれである）の正当化に動員されかねない危険を内包している
ことを，銘記しなければならない。近代兵器生産を担う大企業を中心にして
政府資金を集中的に注入するさいに生じる投機と悪性ィンフレの可能性，ま
たアメリカの軍産複合休制によって実証されてきた防衛費の長期的な成長阻
害作用ー一短期的な生産拡大効果と重ねて考慮すべき事項である。
ほかに，多国籍化する日本企業の利益，とりわけ「アジア太平洋経済圏」
(32) 
に対する新植民地主義的支配を軍事力でバック・アップする必要，中東から
の石油確保をめぐっての考え（米第7艦隊の中東出動を見込んでの日本近海
防衛の肩代わり）も，日本財界の利益に直結する問題である。わが国におい
ては，目下，資源・エネルギー，食糧，対外援助等をも含めた「総合安全保
(31)西川俊作「防衛支出の国民経済的評価」「週刊東洋経済・近代経済学シリーズ
No.55」 1981年 1 月 16日号。西川俊作・手柴正気「日本の防衛支出—その投
入・産出分析」「経済評論」 1972年5月号，も参照のこと。
(32)林直道「日本資本主義の現段階と「総合安保」論」「経済」 1980年10月号。
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障」の議論が盛んであるが，それが経済的利益擁護を理由に軍事力強化を勧
奨し，何よりもGNPl％基準の打破に鋒先が向く仕掛けになっているのを
看過してはならない。なお，総合安全保障論については，軍事的脅威のみな
らず経済パニックや地震の災害をも「有事」としてひっくくり，それに対応
する「危機管理」のあり方を整備するという形態において，実質的に軍事フ
ァシズムヘの道を掃き清めようとするその本性を理解する必要がある。
政府研究開発費ならびに兵器のライセンス生産や日米兵器共同開発によっ
て日本軍事産業の手に獲得された軍事技術の一般産業技術への波及効果も，
日本財界が期待を寄せるところとなっている（そもそも軍事技術の先端性，
民需生産領域への転用可能性があってはじめて，軍事生産は軍需に全面的に
依存する業種にかぎらず財界全体の関心事となりえたのであって，なぜ軍需
に対する依存度の低い業種の大企業が積極的に自己の内部に軍事部門を併設
してきたのか，そしてなぜ軍事産業が軍事専門企業の集積としてではなく広
範な業種の大企業のうちに横断的に内包される形態で存在してきたのかは，
これをはなれては理解しえない）。だが，軍事技術の波及効果を認めたから
といって，軍事技術によって先導されなければ非軍事技術の発展がありえな
いというのではない。むしろ，軍事技術の特殊化のゆえにその一般産業技術
への波及効果がますます少なくなってきている現状をこそ強調すべきなの
(33) 
である。
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防衛費増大から直接に利益を引き出すのは，言うまでもなく軍事産業（兵
器輸入やライセンス生産の場合にはアメリカの軍事産業も利益にありつく），
それも三菱重工業をはじめとする一握りの大企業である (1979年度の約
6,500億円におよぶ防衛庁調達契約のうち，上位10社一一防衛庁調達実施本
部の登録業者は約2,000―が占めた比率は約6割。ことに「三菱兵器廠」の
異名をとる三菱グループのシェアは，三菱重工業と三菱電機の 2社だけで約
(33)星野芳郎編「戦争と技術」雄渾社， 1975年， 26ペー ジ。
最近の軍備拡張路線に関する覚え書き（坂井） 89(539) 
(34) 
3割におよんでいる）。日本の軍事産業の利益率の低さをことさらに印象づ
(35) 
けようとする見解もあるが，真面目な実証研究は逆に軍事生産が大企業にと
(36) 
って安定的な利潤源泉となってきた事実を明らかにしてやまない。後者の立
場に立たないかぎり，第4次防終了後，防衛予算に占める資本的支出（正面
装備の購入費，研究開発費およぴ施設整備費）の比率低下 (72年度29.2%,
76年度19.6彩）に直面したおりに，なぜに経団連防衛生産委員会が「防衛力
整備に関するわれわれの見解」 (76年5月）を発表し，資本的支出の25％へ
(37) 
の引き上げを熱望したのかがわからなくなってしまう。
関連してふれておくと， 日本の軍事生産の工業生産に占めるウェートの低
さ (0.5彩以下）を強調し，今後においても軍事産業の急膨張などありえな
(38) 
いかにうたう論調が存在するが、日本の大企業が民需中心の設備投資をおこ
ない，そこでの技術力の蓄積を基盤にしながら生産能力の一部を軍事生産に
あててきたこれまでの事実があるからといって，それがそうしたあり方の不
変の継続を予定するわけではない。軍事技術が民需技術の水準を引き上げ，
最新の技術で装備された工業力が緊急時に軍事生産に転換されうる性質を
宿している開係を考えれば，顕在的な軍事生産力がそれに数倍する「顕在化
カ」の引き金の意味を有していることがわかるし，事実， 1970年に防衛庁が
発表した「装備の生産及び開発に関する基本方針」をみても，かかる思考が
(39) 
鮮かに刻みこまれている。ただし，財界や軍事産業の公式の言い分は別で，
軍事技術の高度さからして一般工業力を即時に工業力に転換するのは困難で
あり，それゆえ軍事産業を有事即応の状態に維持し続けなければならない，
(34)吉原公一郎「産軍癒着下の新兵器・新技術開発競争」「経済」 1980年10月号。
(35)永松恵ー「日本の防衛産業」教育社， 1979年， 137-140ペー ジ。
(36)たとえば，新明和工業の財務分析を試みたものに，三浦正俊「日本の軍事産業
分析試論」「経済評論」 1976年10月臨時増刊号，がある。
(37)福島康人「世界の国防費と日本の防衛予算」教育社， 1979年， 174ペー ジ。
(38)新田俊三「日本における産軍複合体の経済的基礎」「経済評論」 1970年11月号。
同「軍需産業と国民経済」「戦争と自衛隊」日本評論社， 1978年。
(39)木原正雄「現代帝国主義と経済軍事化」「経済」 1972年10月号。
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という方に力点が置かれていた（この論理が防衛庁をして軍事産業に対す
る継続的な発注．ときにはF104の継続生産や中古的ホークの生産に代表さ
れる軍事的有効性を不問に付しての発注に向かわせ，軍事産業の自己増殖を
支えてきたのであった）。 2種の論理をあげたが，両者がそれぞれ一面の真
理を反映しつつ，相互に機能分担しながら顕在的な軍事生産力ならぴに顕在
化力をともどもに高めてきた，と考えるのが適当であろう。だが，石油危機
を機に日本経済が高度成長から一転して長期不況の泥沼におちこむにおよん
で，事態はさらなる転回をみせている。一般工業力＝軍事生産顕在化力の発
想は，主として民需生産に活動領域を見出してきた大企業にとっては，過産
剰生圧力を国庫目あての軍事生産によって吸収する道をふさぐものであり．
一般工業力の急成長を背景にして決定されたGNPの1彩以内の防衛費とい
う制限も重荷になってこざるをえない。もう一方の論理．すなわち軍事生産
を有事即応の状態にもっていくという主張が財界の合い言葉となる。わきま
えるべきは，この現在の位相である。
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日本の軍事産業は，単に防衛庁の需要を満たすだけではなく，海外にまで武
器販売の手を伸ばそうとしている。 75年末に日本航空宇宙工業会が輸送機c
1,救難艇us1, ヘリコプクー等の輸出を政府に要請して以降，財界・軍
事産業の武器輸出3原則（社会主義国，国連の決議で武器輸出が禁じられてい
る国，紛争の当事国またはその恐れのある国．に対する武器およびその部品
の輸出を輸出貿易管理令の運用によって禁止する）の緩和を求める声がにわ
かに高まったこと，その圧力におされて政府が直接的な殺傷兵器以外のもの
(40) 
を武器の範囲からはずす方法で実質的に武器輸出の抜け道を準備したこと，
(41) 
そしてそれに助けられて次第に武器輸出が増勢を示すようになったこと
(40)永松恵一，前掲書， 84ペー ジ。
(41)本年の 1月には，堀田ハガネの梱弾砲や迫撃砲の砲身用部品の韓国向け大量輸
出が露顕しているが，これを契機にして武器部品の範囲を狭める動きが出てく
る可能性もある。 「朝日新聞」 1981年1月27日付夕刊。
最近の軍備拡張路線に関する覚え書き（坂井） （541)91 
(SIPRIによれば1970-76年の乎掏で日本はすでに世界18位の武器輸出国）
を念頭に置いた上で現下の状況を考えなければならないのであるが，武器の
大量生産による防衛費の節約，および武器供給の見返りとしての石油確保と
いうことが武器輸出を合理化する理由に用いられているところに最近の議論
の特徴を認めてさしつかえなかろう。では，この2つの理由はそれなりに信
ずるにたるものなのか。
まず武器輸出が武器の量産によるコスト・ダウンを通じて防衛費節減に寄
与するという点については，かりに日本製兵器が十分な国際競争力をもって
おり，輸出によって量産の道がひらかれるのであれば，確かに兵器製造企業
の販売高はふえるが，その場合には能力増強投資が必要となるので，量産が
直ちにコスト切り下げに結びつくかどうかは疑問だ，という指摘をなすべき
であろう。さらに，より大きな問題なのであるが，硯実には多くの国産兵器
は国際価格より割高で，そうでないものにしても外国向けに仕様を変更する
ための経費が欠かせず，それゆえ外国製品にまともに伍していける見込みは
うすい。だとすれば，ダンピング行為によって輸出先を開拓する形が出てこ
ざるをえないが，それは対外的な損失を国内での利益で埋め合わせようとす
る企業戦略を通して，かえって兵器の国内調達価格の上昇を招き出す事態と
もなりかねない。
もう 1つの武器輸出を対価にしての石油確保という点であるが，中東諸国
から石油を手に入れるための対価は武器に限定されているわけではない。ア
メリカのイラン制裁措置への加担がイラン産石油の日本への流入途絶を惹起
した経過を思えば明白なように，アメリカの中東への兵力集中に伴う対アジ
ァ防衛力の弱化を自衛隊の増強で補う路線を改め，中東諸国との間に平等で
互恵的な通商関係を培うように努めることこそが長期的な石油確保の大道な
のではなかろうか。なお，富山和夫氏の次の指摘も真摯に受けとめるべきで
あろう。「ある国に対する武器輸出は，他の国からの反感を招く可能性と一
対になっているのであり，その効果を武器輸出相手国との関係だけで評価す
るわけにはいかない。そればかりか，武器輸出は，全体としての国際関係の
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緊張を強める方向に働き，結果としては資源確保を困難にする側面が大きい
のではなかろうか。さらに， もっと具体的に武器輸出のイメージを考えてみ
ると，技術導入によって生産している航空機 (F15, P 3 C等）やホーク，
ナイキ等のミサイルを輸出することはできないので，おそらく艦船，戦車，
車両，火器類などに品目は限定されてくる。これらの輸出を資源確保に結び
つけながらどう具体化するかはむずかしい問題があろう。……もっとも起こ
りやすい事態は，これらの武器輸出だけがおこなわれ，資源確保はとり残さ
(42) 
れるという姿であろう」。
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以上のほかにも， 米日中の軍事協力の進展， 航空機の輸入か国産化かを
めぐる議論，またそれと密接にかかわった国際的な贈収賄の構造等，わが国
の軍拡路線の客観的意味を究明しようとする場合に目を配るべき事象は数多
い。残された問題をも含めて，より精密で系統的な分析を期する意志を表明
した上で，このメモを閉じる。
(42)富山和夫「防衛産業肥大化の硯実」「世界」 1980年6月号。
